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しく土壌浄化法を伝えたいので、詳細の設計基準は
未掲載にして下さい」と伝えました。
これは農林水産省で行われていた集落排水事業
で、土壌浄化法開発者新見正が提案した土壌浄化法
が、農林水産省の外郭団体で小規模の処理技術を
10 年間調査した結果、集落排水事業では小規模に
は適した標準技術として設計基準を公表しました。
その結果、土壌浄化法を良く知らない方々が、そ
の基準だけで設置したために、いくつかの問題が発
生したのです。一番目は、土壌被覆した土壌で水面
が目視出来ないために維持管理が出来ないと言わ
れ、水面が見えるように土壌を撤去しろと言われた
た事です。又、被覆土壌の混合がうまくない場所で
は、亀裂が入り悪臭の発生が起こった事です。又、
汚泥を引き抜くための構造になっていない等、様々
な問題が生じてしまいました。国土交通省の下水道
事業は、下水道法で運用されていますが、土壌浄化
法は小規模の本には参考資料として掲載されていま
すが、自治体が強く土壌浄化法を要望した場合に補
助事業として採択されています。現在は、土壌浄化
システム開発者が処理水質に関して責任を持つとい
う条件で、事業が進められています。従って、国土
交通省で採用された土壌浄化法は、全部の処理場は
土壌浄化システム開発者が設計し、土壌浄化法関係
者が工事に関与しています。従って、問題なく維持
管理が継続されています。
土壌浄化法を普及するには、下水道展は重要な機
会と思っています。昨年、全国市町村土壌浄化法連
絡協議会の総会が開催されて、大阪開催の下水道展
で「福島県会津坂下町他（全国市町村土壌浄化法連
絡協議会）」という看板で、一般来場者ゾーンで情
報が発信される事になりました。

１．はじめに

下水道事業は、人間が生活する上では重要な社会
資本整備事業です。海外においても、下水道整備は
重要な社会資本整備事業と位置付けられています。
日本下水道協会では「小規模下水道施設マネジメ
ント指針と解説」を、2024年３月に発行されました。
この本に土壌浄化法は、参考技術として掲載され
ています。
小規模の下水処理場では、約 70％がオキシデー
ションディッチ法で建設されています。土壌浄化法
は 36処理場が採用され、７位の数になっています。
2004 年に発行された「小規模下水道計画・設計・
維持管理指針と解説」の本で、参考資料として掲載
されましたが、その時に「土壌浄化法の設計基準を
掲載したらどうですか？」と言われましたが、「正
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所に集める場合と、三つの処理区に分割する下水道
事業の比較検討を行いました。
その結果三つに分割する計画と、土壌浄化法によ
る下水処理場の申請を行い、公共下水道に土壌浄化
法が採択された第１号になりました。平成５年に、
坂下西浄化センターが供用開始されています。町で
はその後、坂下東浄化センターが平成 16年、坂下
中央浄化センターが平成 25年に供用開始されてい
ます。

図−３　坂下東浄化センタ−と処理槽イメ−ジ

３つに分割した下水道事業にしたおかげで、管径
は小さく、供用開始が早く、下水道料金の収入によ
り維持管理を行う事が出来るようになっています。
残った金額は、起債の償還に充当されています。
毎年、下水道フエスタが下水処理場で行われ、住
民は処理場の上で焼きそばを食べたり、コンサート
やくじ等を楽しんでいます。新型コロナにより、下
水道フェスタが休止になっていますので、そろそろ
再開されると良いと思っています。
会津坂下町の古川庄平町長は、現在「全国市町村
土壌浄化法連絡協議会」の四代目の会長をされ、「ば
んげ方式」という言葉で、土壌浄化法による下水道
事業の情報を全国に発信されています。「全国市町
村土壌浄化法連絡協議会」は土壌浄化法を採用した
市町村が加盟する自治体の組織で、毎年、全国大会
や技術研修会を開催して、情報交換を行っています。
土壌浄化法は、小規模下水道に要望する項目をす
べて対応できる技術になっています。簡単に二次公
害を防止。基本の構造は、土壌被覆型沈殿分離槽で
一次処理として汚泥を貯留して、長水路土壌被覆型
礫間接触酸化槽により、嫌気内包型ろ材による固定

２．土壌浄化法の技術

土壌浄化法開発者新見正は、悪臭のするものに土
壌をかけると臭気が消えるという自然現象に着目し
て、ニイミシステムを開発しました。この技術は、
浄化槽から発生する二次公害を、土壌で被覆するこ
とによって、簡単に防止できる工法です。
新見正は、穴を掘ってごみを埋めておくと、いつ
の間にか分解するという自然現象に着目して、ニイ
ミトレンチの技術を開発しました。この技術は、水
洗トイレの原水と雑排水を対象に沈殿分離槽で固形
物を貯留し、その上澄み液を直接土壌に導入して土
壌の持つ自然の力で浄化をさせる工法です。その分、
広い土壌の面積を必要とします。

図−１　土壌浄化法の誕生

土壌浄化法は、「土壌生態系の持つ独特の機能を
汚水処理システムの中に意識的に適応した工法」と
定義づけられ、ニイミトレンチやニイミシステムな
どの技術の総称で呼ばれています。
小規模下水道を進める場合、下水処理場は下記の
項目を満足することが必要になります。
①下水処理場から発生する悪臭、泡の飛沫、病原菌
の飛散等の二次公害が発生しない汚水処理技術で
あること
②専門家の管理頻度が少なくできる、維持管理が容
易な汚水処理技術であること
③汚泥の発生量が少なく、きれいな処理水質を確保
できるもの
④建設金額も維持管理費用も安価なもの
土壌浄化法の下水処理場は、「これならできるこ
んな下水道が欲しかった」と言われています。
福島県会津坂下町の事例を、ご紹介します。下水
道事業を検討した昭和 60年代の会津坂下町は、中
心市街地に約 12,000 人が住んでいました。町の中
心地で密集していますので、通常は大規模に集中す
る方が効率的な下水道事業と思われる区域でした。
しかし、事業費が 100 億円を超える公共事業にな
りますし、事業期間も長くなります。そこで、一ケ

図−２　土壌浄化法の特徴
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により浄化槽の構造基準を準拠する事が求められる
ようになっています。
土壌浄化法は、土壌被覆により水面を目視する事
が出来ない構造で、特別な大臣認定を必要としてい
ます。現在では、「ニイミシステム」と呼ばれた認
定技術で、51 人から 4,000 人規模まで、全国に設
置する事が出来るようになっています。
国土交通省の下水道事業は、下水道法で運用され
ています。「小規模下水道施設マネジメント指針と
解説」で処理技術の掲載が行われていますが、土壌
浄化法は、日本独自の汚水処理技術のために、現在
その本には参考技術として掲載されています。
国土交通省の補助事業の場合は、「土壌被覆型礫
間接触酸化法」と呼ばれ、自治体が強く要望された
場合に、採択されています。

図−５　国土交通省の補助事業で設置された処理場

４．�土壌浄化法の海外への普及活
動と、JICA 事業への取り組
みと具体事例

土壌浄化法の海外への設置は、韓国から始まりま
した。韓国企業が土壌浄化法の施設の見学をする事
により、韓国国内で設置するために「ニイミシステ
ム代理店登録」を行い、具体的な事例を増やして行
きました。
中国では平成 20年に「農村地域等における分散
型排水処理モデル事業協力実施に関する覚書」が交
わされて、10 ケ所にモデル施設が建設される事に
なりました。その内２ケ所に土壌浄化法が採用され
ています。
完成した後に、泰州市の施設を見学に行きました
が、「公園のようになる処理技術を提供していただ
き有難うございました。建設金額がもっと安価にな
れば、良いのですが」と言われ、貨幣価値の違いが
大きく、建設金額は下水道事業のコンサルタントの

生物膜を利用した構造になっています。土壌被覆構
造のために、緑地公園のようになっています。又、
水面を目視する事が出来ない構造で、処理水質は、
処理水の透視度計を見る事により確認を行っていま
す。従って、専門家による日常管理をする事はなく、
無人運転で行われています。土壌浄化法の処理場で、
処理水質を確保するために重要な項目は、汚泥処理
にあります。透視度が 50cmを下回ったら、そろ
そろ汚泥処理の時期で、その時に専門家が行います。
汚泥処理は脱水機の設置等の状況で、頻度や処理
方法が異なっています。
土壌浄化法は、一次処理に沈殿分離槽を前置して
いるために、スクリーンは粗目が使用されています。
農林水産省の補助事業で実施された処理場は、汚
泥は一般廃棄物になるために脱水機が設置される事
例は少なく、発生した汚泥はし尿処理場で処理が行
われます。従って、バキューム車で場外に搬出され
ています。脱水機の設置が行われないために、処理
場の建設金額が安価になります。
又、維持管理では、浄化槽として取り扱いが行わ
れるために水質分析費が安価になっています。
機械が少なく、維持管理が容易な下水処理場は、
簡素な処理槽の組合せで、国内だけでなく海外の開
発途上国には適した技術と言われています。

３．日本国内の設置事例

昭和 48年に「農振地域の 1,000 人以下の集落排
水事業は、農林水産省の補助事業とする」と建設省
の都市局と覚書が交わされた時は、下水道法に準じ
て事業が進められていました。
昭和 58年から、集落排水事業が積極的に推進さ
れるようになり、その時から処理場は、建築基準法

図−４　農林水産省の補助事業で設置された処理場
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るための専門家派遣が公募されました。
平成 24年の事です。この公募に初めて申請をし

て採択された事が、JICA の事業であれば、コンサ
ルタントとしての事業活動が行える事を知りました。

５．ブータンにおける日本との交流

土壌浄化法がブータンで採用されるようになった
契機は、仙台に居住する青年海外協力隊でブータン
に２年半滞在されていた方との出会いにあります。
土壌浄化法の施設を見て、「これはブータンにぴっ
たり」と言われ、それから情報交換が始まりました。
丁度、メキシコの土壌浄化法を完成するために、
JICAの専門家派遣を受託した時期の事でした。
JICA の公募を見るようになり、平成 24 年に外
務省が「途上国政府の普及事業」が、公募されるの
を知りました。
実は、仙台の方は、ブータン滞在中にブータン人
と結婚されて、青年海外協力隊の任期を終えても
ブータンとの関係が続いていました。
ブータン人の方は、国家公務員として土木を担当
する方でした。
その方々との出会いがあり、事業名を「小規模生
活排水処理によるブータン国の河川の水質改善及び
生活改善事業」のタイトルで企画書を作成して、申
請を行いました。
無事に採択されて、ブータンを訪問しましたが、
その当時ブータンは上水道の整備さえ行われていな
い状況にありました。
従って、土壌浄化法のセミナーを開催する事と、
土壌の分解能力調査と個人住宅の水洗トイレの原水
と雑排水を、沈殿分離槽を設置してその上澄み液を
敷地内で浸潤するための「ニイミトレンチ」を設置
して、報告書の作成を行いました。
この時に行われたセミナーは、特定非営利活動法
人日本土壌浄化法ネットワークが主催者となり、
ブータン人の参加者も 140 名を超える数で盛大に
行う事が出来ました。
ブータンの下水処理は、首都ティンプーの中心市
街地の水洗トイレだけを対象にしたもので、町の入
り口に 54日間かけて、３つの池を移流させるだけ
のボンド方式で行われていました。
悪臭の発生や蚊の発生等があり、住民からの苦情
が多数寄せられていました。
当時の首相から、「バベサの下水処理場を土壌浄
化法で改修したらどのようになるかを教えて欲し
い」との要望があり、ブータンを訪問いたしました。

受託金額より安く、開発途上国に土壌浄化法を普及
するには、ボランティア活動でなければ困難と実感
したところでした。

写真−１　中国のモデル施設

土壌浄化法の海外への普及は、JICA の事業を通
じて広がっています。一番多いのが JICA の海外研
修生が、土壌浄化法の講習会の開催や施設の見学を
要望される場合です。毎年それぞれの地域で、
JICA の研修をセットされる方があり、その方々が
下水道や浄化槽等のコースでは、継続的に土壌浄化
法が要望されています。今まで講習会や施設見学を
要望され、土壌浄化法を知っていただいた方々は、
1,000 人近くになっています。
メキシコに設置された土壌浄化法は、JICA の下
水道の専門家がメキシコに２年間滞在された時に、
「小規模下水道を可能にする土壌浄化法がありま
す。」と提案され、具体的に２ケ所で建設される事
になりました。
JICA 専門家の滞在中に、処理場か完成しなかっ
たために、JICA から土壌浄化法の処理場を完成す

図−６　韓国で作られた土壌浄化法の処理場

写真−２　メキシコのモデル施設
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に関わるホテルや飲食業の方々が、１万円から
１万５千円位と言われている国の状況にあります。
JICA ブータン事務所にこの事を報告しましたら、
上記のような日本円での契約が進んだ事に驚かれて
いました。
令和７年の５月に、完成式典が行われました。

写真−５　ゲルスン学園での土壌浄化法の工事

「土壌浄化法は、ブータンにぴったり」と言った
言葉通りに、普及し始めています。モデル施設が設
置されると、技術の良さを確認する事ができます。
土壌浄化法がブータンの環境整備にお役に立てる
事、嬉しく思っています。

６．おわりに

土壌浄化法は、日本で開発された汚水処理技術で
す。開発者新見正は、農学者と言われ、土壌の浄化
力に注目してニイミトレンチを開発しています。
地球にしか存在しないと言われる土壌圏、わずか
１mの土壌空間が、人間生活では重要な存在になっ
ている事を、技術で証明しています。
下水処理場を建設する場合には、悪臭のする迷惑
施設と考えられていますので、住宅の横に下水処理
場が建設される事を反対する住民が増えてしまいま
す。従って用地確保が困難になり、密集した地域の
場合には、大規模に集中させた方が効率が良いと思
われるようになっています。
用地確保の困難さだけでなく、処理場から発生す
る二次公害は、何らかの手だけを講じる事が必要に
なり、小規模になればなるほど、二次公害対策には
高額な費用が必要になってしまいます。
従って、下水道事業による自治体の負担が増大し
て、「下水道事業は金喰い事業、小型合併浄化槽が
効率的」と言われ、事業仕分けが行われて、現在で
は、５万人以下の市町村の下水道普及率は、60％
にも到達していない状況にあります。
小型合併浄化槽による整備は、社会資本整備事業
とは異なっています。自分の家の前だけ道路が舗装
されていて、隣の住宅まではでこぼこ道という道路
整備と同じ意味と私は思っています。
小型合併浄化槽による整備は、3,000 人規模の密

残念ながら、バベサの下水処理場は、すでにインド
の企業との契約が終わっていた関係で、土壌浄化法
にはなりませんでした。
JICA 事業の次の段階が「JICA 普及・実証事業」
です。上限が１億円の規模でしたので、首都ティン
プーの 1,500 人位の集落を対象に、管渠を設計し、
下水処理場は 200m3/ 日の規模を設計し、その半
分 100m3/ 日を建設する企画書を作成し、平成 28
年に申請をして、無事採択されました。

写真−４　ブ−タンのモデル施設と通水式

令和１年に完成し、通水式が行われました。
その後、新型コロナの感染拡大で、海外への渡航
は困難になっていました。国内でも東京からの訪問
は控えて欲しい等、活動は制限されていました。令
和６年になって経済活動が再開されるようになり、
移動を伴う事業活動を行う事が出来るようになって
います。
令和５年の１月に、ブータンから「王様の直轄施
設に、1,000m3/ 日の土壌浄化法の下水処理場を建
設したい」との要望があり、ZOOMでやり取りを
行い、見積書等もメールで送信し、JICA の事業を
受託した時の金額を参考にして提出し、3,300 万円
を超える金額で日本円での契約書を交わしました。
処理場は、ブータン政府直轄で工事を行いますが、
機械や特殊資材等は日本から搬入する事になり、そ
れも 13,000 万円の金額になり、日本円で契約を行
いました。令和５年の４月になり、契約書を持って
ブータンに渡航しました。
ブータンの国家公務員の月給は４万円位で、観光

写真−３　ブ−タンの既存の汚水処理施設
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と、３年間の下水道への接続の義務がある中で、事
業が完成していきます。
下水道料金は、１m3 あたり 150 円前後の金額が

徴収できますし、土壌浄化法はその金額で維持管理
を行い、残った金額を起債の償還に充当する事が出
来るようになっています。
小型合併浄化槽の設置を推進する事業仕分けか
ら、そろそろ 20年以上が経過しています。
改修の時期を迎えている地域も出始めています。
また、下水道事業にかかる維持管理費に注目する自
治体が増えています。処理技術によって維持管理費
が異なっていますので、財政見直しが行われている
自治体もあります。
長寿命化調査やストックマネジメントが行われる
時代になりましたが、福島県桧枝岐村では、長寿命
化調査を行った結果、15 年しか経過していない段
階で処理場を、土壌浄化法に変更しています。
福島県下の会津坂下町を見学し、簡素な土壌浄化
法の処理場に変更をしています。私は、「土壌浄化
法は補助事業になります」という事を、伝えたいと
思っています。国内だけでなく、海外へも土壌浄化
法の普及活動を進める活動を展開します。

集地区に、1,000 個の処理場を持つ事になっていま
す。それぞれの場所には電気が必要ですし、槽に堆
積した汚泥はバキューム車で収集する事が必要で、
水質分析は 1,000 ケ所で行う事が必要になります。
又、合併浄化槽の耐用年数が来たら、又新たな設置
が必要になります。
家庭から電気を供給していますので、電気料金が
高いと言って、コンセントを抜かれてしまったら、
水質の確保は困難になります。
最初の金額が合併浄化槽による整備は安価に見え
ますが、運用していく間に下水道料金の方が安い事
に、住民が気が付き始めます。
下水道事業は、管渠の敷設が必要になりますが、
小規模下水道の場合は、管径も小さく土被りも浅く、
管渠の建設金額が安価になり、下水処理場は１ケ所
になりますので、維持管理が容易で、土壌浄化法の
場合は、無人運転が原則で、下水道料金の徴収で運
用する事が出来るようになります。
処理場の耐用年数は 50年で、土壌浄化法は機械
が少なく更新の費用も安価になっています。
私は、２年で完成する建設金額を上限に１処理区
にする、小規模下水道の建設を進めています。
２年で管渠も処理場も完成し、供用開始が出来る

100万人以上 50～100万人 30～50万人 10～30万人 5～10万人 5万人未満 合計

（注） １．総市町村数1,719の内訳は、市 793、町 743、村 183（東京都区部は市数に１市として含む）
２．総人口、処理人口は1万人未満を四捨五入した。
３．都市規模別の各汚水処理施設の普及率が0.5％未満の数値は表記していないため、合計値と内訳が一致しないことがある。
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